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研究成果の概要：ケアマネジメントを行う多職種チームのチームアプローチ促進のためには

チームが「共有メンタルモデル」を獲得する必要がある。そのための手法として「チームマッ

プ」を考案し、東京都内の３ヶ所の地域包括支援センターの協力を得て試行的研修を実施した。

その結果、チームアプローチ促進のためチームマップを使用することの有用性は確認できたが、

実際に使用するためには更なる改良が必要であることが示唆された。 
なお、「チームマップ」という用語については商標登録を行った。 
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１． 研究開始当初の背景 
⑴チームに関する先行研究 

平成 12 年 4 月に施行された介護保険法で
ケアマネジメントが制度化され、介護支援専
門員という職種が作られた。ケアマネジメン
トでは保健・医療、福祉など分野の異なる専
門職から構成された多職種チームによるチ
ームアプローチが行われる。 

ケアマネジメントにおけるチームアプロ
ーチの重要性の指摘は枚挙に遑が無いが、実
際にチームアプローチを促進するための取
組みは十分なものとはいえない。その理由の

一つに、我が国の保健・医療・福祉分野にチ
ーム研究の知見が十分に導入されていない
ことが考えられる。 
チーム研究は 50 年以上の歴史があり、特

に 1990 年代に入ってから米国において劇的
に発展したと言われており（竹林 2003）、そ
の中でチームパフォーマンスを向上させる
要因についての研究が行われ「チームコンピ
テンシー（team competency）」として体系的
に整理されている(Cannon-Bowers et al. 
1995)。 
チームアプローチ促進の取組みを進める
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には、これらの知見を導入したチームトレー
ニングを実施する必要がある。チームトレー
ニングとは「チームワークに関する教育を行
うための各種ツールや教授法及び教育内容
を統合したトレーニング方法」であり(Salas 
et al. 2001)、ここで言う「教育内容」に当
たるものがチームコンピテンシーである。 

チームパフォーマンスを向上させるため
には、チーム構成員がそれぞれに分担された
役割を遂行するための能力だけではなく、チ
ームという集団を機能させるための能力が
必要となる。すなわち、多職種チームのチー
ムパフォーマンスを向上させるためには、全
てのチーム構成員が「優れた専門職」である
と同時に、「優れたチームプレイヤー」であ
る必要がある。チームトレーニングとは、優
れたチームプレイヤーになるための教育で
ある。 
しかし、チーム研究は元々、保健・医療・

福祉など対人援助サービスを行う多職種チ
ームを対象とした研究ではないため、ケアマ
ネジメントに援用するためには様々な工夫
が必要と考えられた。そこで「平成 17・18
年度 科学研究費補助金（基盤研究（Ｃ））ケ
アマネジメントのためのチーム・トレーニン
グ・プログラム開発に関する研究」により、
多職種チーム向けのチームトレーニングを
行うためのプログラム（チームトレーニング
に使用する報告書等）を研究開発した。 
 
(2)共有メンタルモデルとは 

多忙な現場の専門職に対するチームトレ
ーニングを実施するには、限られた時間で最
大限の効果を挙げるための手法が必要とな
る。そのためにはチームコンピテンシーの中
で最も重要である「共有メンタルモデル」を
チームが獲得するための具体的な手法を研
究開発する必要があると考えた。 

「共有メンタルモデル」とは、一人ひとり
のチーム構成員が持っている「メンタルモデ
ル」が互いに類似した状態、すなわちチーム
全体としてみた時にメンタルモデルの一致
度が高い状態を意味しており、このような状
態ではチームパフォーマンスが促進される
と考えられている。 
 メンタルモデルとは認知心理学の理論に
基づく概念であり、「状況について人が持つ
モデル」である（海保 1992）。人間は心の中
に、ある状況についての知識を一つのモデル 
として持っており、そのモデルに対して心的
操作を加えることによって様々な認知的活
動を行い（御領 1997）、そして、人々はこの
モデルを用いて推論や予測を行い、現象を理
解し、それらの理解や予測などに基づいて次
の行動を決定し、疑似体験することが可能に
なると考えられている（Johnson-Laird 1983）。 
 このメンタルモデルの理論をチームに援

用したのが共有メンタルモデルであるが、一
人ひとりのチーム構成員が持っているメン
タルモデルが互いに類似した状態、すなわち、
チームに共有メンタルモデルが獲得される
と、なぜ、チームパフォーマンスが向上する
のであろうか。この点については次のように
考えられている。 
共有メンタルモデルはチーム構成員に対

し、チームの課題達成に必要とされる各自の
役割及びそれらの全体配置、チーム構成員同
士の関係やチーム全体の動きなど、チームの
協働・連携、すなわち、チームアプローチに
関する「モデル化された知識」を提供する。
チーム構成員は、こうした知識に基づいて、
自分自身及び他のチーム構成員が各自行う
べき、チームアプローチに関する具体的行動
についての「組織化された一連の期待」を形
成する。 
共有メンタルモデルが獲得されたチーム

では、各チーム構成員の形成した「組織化さ
れた一連の期待」が相互に類似し、それらに
基づいて相互の「期待」に応じた行動が行わ
れる。その結果、チームとしての組織化され
た行動、すなわち協働・連携に基づくチーム
アプローチが促進され、チームパフォーマン
スが向上すると考えられる（Cannon-Bowers 
et al 1995）。 
 
２．研究の目的 
ケアマネジメントを行う介護支援専門員

やサービス担当者、包括的・継続的ケアマネ
ジメント支援を行う地域包括支援センター
（以下、地域包括）の専門職にチームアプロ
ーチは必須のものであり、チーム研究の知見
を踏まえたチームアプローチ促進のための
具体的な取組みが必要とされている。 
 本研究は、ケアマネジメントを行う多職種
チームが共有メンタルモデルを獲得するた
めの具体的手法としての「チームマップ」の
開発と、チームマップを用いたチームトレー
ニングの具体的方法（講義・演習）を開発す
ることを目的としている。 
 
３．研究の方法 
(1)チームマップの開発 
平成 19 年度はチームマップの研究開発を

行い、また、共有メンタルモデルを平易に解
説した『チームマップ作成の手引き』を作成
した。チームマップは４つの様式から構成さ
れる。 
この中で中心的なものは様式３である。チ

ームマップ（様式３）は福祉分野で用いられ
る「エコマップ」に似ている。エコマップは
利用者を中心として家族や関係者、各種社会
資源等を図示したものであり、エコマップを
作成することにより、支援者は利用者を取り
巻く全体状況を視覚的に把握することがで 



 

 

様式１ チームマップ①（構成員・目標・
全体状況の確認） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様式２ チームマップ②（業務の実施手順

確認） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様式３ チームマップ③－１（共有メンタ

ルモデル構築） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様式４ チームマップ③－２（確認事項） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

きる。同時に、利用者は支援者と共にエコマ
ップを作成することにより、自らのおかれて
いる状況を客観的にみることができ、支援者
と協働で問題解決に取り組むことができる
という利点を持つ（保正 2004）。 
エコマップの場合、介護支援専門員やサー

ビス担当者（機関）は利用者や家族との関係
において記載される。それに対してチームマ
ップは、利用者や家族との関係ではなく、介
護支援専門員や各サービス担当者（機関）の
関係を記載するものである。それはチームア
プローチの全体状況を図示したものといえ
る。また、チームマップはチームアプローチ
の全体状況を単に示すだけでなく、各チーム
構成員の役割、チーム構成員間の協働・連携
の具体的な方法、例えば、それぞれのチーム
構成員間で授受する情報や資源の種類と授
受の方法、バックアップ行動などを具体的に
記載する。 
チームマップを作成することにより、チー

ム構成員は、チームの課題達成に必要とされ
る各自の役割及びそれらの全体配置、チーム
構成員同士の関係やチーム全体の動きなど、
チームの協働・連携、すなわち、チームアプ
ローチに関する「モデル化された知識」を獲
得することができると考えられる。このこと
は、チームマップを用いることにより、チー
ムアプローチ上の課題と改善すべき点を明
らかにすることにも資すると考える。 
 
(2)試行的チームトレーニングの実施 
平成 20 年度は、チームマップを用いた試

行的チームトレーニングを実施した。チーム
トレーニングは本来、職種や所属機関を問わ
ず、多職種チームの一員となる全ての専門職
に必要とされるものである。しかし、今回は
チームマップとチームトレーニング（講義・
演習）の内容の検証を行うことから、地域包
括職員が介護支援専門員等からケアマネジ
メント支援について相談を受けた場合を想
定して、地域包括職員を対象とした。 
東京都内の３ヶ所の地域包括支援センタ

ーの協力を得て、各地域包括５名の計 15 名
の専門職に対する試行的チームトレーニン
グを実施した。３ヶ所とも委託型であった。
なお、１ヶ所の地域包括では併設の通所介護
事業所の生活相談員も参加を希望したため、
実際には６名の参加となった。 
 チームトレーニングは、講義編２時間と演
習編２時間の計４時間とし、平成 21 年 1 月
～２月にかけて実施した。実施に当たっては
地域包括の業務に支障が無いように、地域包
括の都合に合わせて日時を設定した。そのた
め、２ヶ所の地域包括では講義編と演習編を
別の日に、１ヶ所の地域包括では講義編と演
習編を連続して同じ日に実施した。 
 講義編の内容は、「平成 17・18 年度 科学



 

 

研究費補助金（基盤研究（Ｃ））ケアマネジ
メントのためのチーム・トレーニング・プロ
グラム開発に関する研究」で作成した報告書
等に準拠した内容とした。具体的には共有メ
ンタルモデルの理解と、共有メンタルモデル
を獲得するために必要な知識を中心として
講義を行った。 

演習編ではケアマネジメント支援として
チームアプローチ上の問題を介護支援専門
員から相談を受けた設定で、事例を用いた演
習を行った。演習では、事例に基づいて受講
者各自で実際にチームマップに記入をして
もらい、その後、参加者全員でチームマップ
を使用して分かったアプローチ上の問題点
を話し合ってもらった。 

そして演習後に 20 分程度、参加者に包括
的・継続的ケアマネジメント支援の実態やチ
ームマップを使用しての感想を自由に話し
てもらった。 
 
⑶検証の概要 
試行的チームトレーニング終了後に調査

票に回答してもらい、後日、郵送で回収した。 
調査票は２種類で、専門職個人向けと地域

包括向けを用いた。専門職個人向け調査票の
内容は、講義と演習の内容の適切さや理解度、
チームマップを使用しての感想などとした。 

地域包括向け調査票は、主にチームマップ
の改善点や講義でチームアプローチを説明
する際にどのような例を挙げると良いか、さ
らに実際に地域包括で使用できるような完
成度であるか、などを聞いた。 
調査票は２種類とも無記名式であり、専門

職個人向けの調査票では地域包括での職種
と高齢者ケア従事期間については質問して
いるが、その他の氏名、性別、年齢等の個人
情報については収集していない。 

なお、試行的チームトレーニングは研究代
表者の所属機関に設置された倫理委員会に
研究計画の審査を申請し、承認を受けた上で
実施した。 
 
４．研究成果 
⑴調査概要 

専門職個人向け調査票の回収数は 16 票
(100％)であった。アンケート調査はより多
くの意見を収集するため通所介護事業所の
生活相談員にも依頼したが、本来は地域包括
の専門職を対象とした調査であるため集計
では除外した（無記名式の調査票であるが、
職種欄に「デイサービス生活相談員」という
記載があり特定できたので除外した）。 

なお、専門職１名については業務の都合で
演習編は参加できず、講義編だけの参加とな
ったため、講義編に関する項目にのみ回答が
あった。 

地域包括向け調査票の回収数は３票

(100％)であった。 
 

⑵基本属性 
 回答者は看護師 20.0％ (３名)、社会福祉
士 33.3％ (５名)、主任介護支援専門員
20.0％ (３名)、介護支援専門員 20.0％ (３
名)、その他 6.7％ (１名)であった。その他
１名は「社会福祉士」と「主任介護支援専門
員」の２つを回答しており、地域包括での職
種を特定できなかったため「その他」とした。 
 
⑶専門職個人向け調査の結果 
 試行的チームトレーニングを受講しての
意見を、「そう思う」、「どちらかというとそ
う思う」、「どちらかというとそう思わない」、
「そう思わない」の４件法で回答を求めた。
以下、主な項目について結果を述べる。 
 チームマップは共有メンタルモデルの概
念に基づいている。そのため講義編では共有
メンタルモデルを理解することが最も重要
な点と考えられる。「共有メンタルモデルを
理解することができた」かどうか聞いたとこ
ろ、「そう思う」26.7％(４名)、「どちらかと
いうとそう思う」66.7％(10 名)、「そう思わ
ない」6.7％(１名)、という回答があった（図
１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９割以上がそう思うと回答しており、受講

者は講義を受けたことにより共有メンタル
モデルを理解することができたと考えられ
る。講義編では共有メンタルモデルをより分
かりやすく説明するために「野球チームが守
備に付いている状況」を想定してチームアプ
ローチを説明した。 
調査票の自由記述には、野球を例とした説

明は分かりやすいが、野球を知らないと分か
りにくいのではという意見もあった。また看
護職、福祉職は女性が多いので、女性にもよ
く分かるスポーツでの説明も必要ではない
かという指摘があった。 
 一方で課題も明らかになった。我が国では
チーム研究が知られていないこともあり、受
講者にとって講義の内容はこれまでに聞い
たことがないものであった。また、チーム研
究は米国を中心として行われているもので

図１　共有メンタルモデルを理解できた

どちらかという

とそう思う, 10,

66.7%

そう思わない,

1, 6.7%
そう思う, 4,

26.7%



 

 

あり使用する専門用語はカタカナ表記が多
かった（適切な日本語訳が困難なものが多
い）。そのため受講者は初めて聞く複数の専
門用語を講義時間中に理解するのが難しい
という指摘があった。 

また、共有メンタルモデルを含めて、抽象
的な概念に関する内容が多かったため、講義
時間を長くして、ケアマネジメントを例とし
た具体例をあげて説明する必要があったの
ではないか、という指摘もあった。 
 今回は試行的研修として実施したが、今後、
他の地域包括を対象とした研修の必要性も
あると考えられることから、「この講義を他
の地域包括支援センターにも進められる」と
思うかどうか聞いたところ、「そう思う」
33.3％(５名)、「どちらかというとそう思う」
40.0％(６名)、「どちらともいえない」26.7％
(４名)、という結果であった。 

そう思わないという回答は無かったが、４
分の１が「どちらともいえない」と回答して
おり、前述の問題が影響したと考えられる。 
このような結果から、説明のための十分な

時間を確保できるような講義時間の設定、ケ
アマネジメントの現場に則した事例を用い
た講義内容などを今後の検討課題とする必
要があるだろう。 
 次に演習編であるが、演習により「チーム
マップの使用方法を理解することができた」
と思うかどうか聞いたところ、「そう思う」
26.7％(４名)、「どちらかというとそう思う」
46.7％(７名)、「どちらともいえない」20.0％
(３名)、無回答 6.7％(１名)という結果であ
った。７割以上がそう思うと回答しており、
事例を用いた演習という方法は有効であっ
たと考えられる。 
 また、「この演習を他の地域包括支援セン
ターにも進められる」と思うかどうか聞いた
ところ、「そう思う」33.3％(５名)、「どちら
かというとそう思う」40.0％(６名)、「どち
らかというとそう思わない」6.7％(１名)、
「どちらともいえない」13.3％(２名)、無回
答 6.7％(１名)という結果であった。そう思
うが７割を占めたが、「どちらかというとそ
う思わない」と「どちらともいえない」を合
わせると２割あった。演習についても講義同
様、改善に努めていく必要があると考えられ
る。 
 
⑷地域包括支援センター向け調査の結果 
 地域包括支援センター向け調査票では、チ
ームマップを実際に地域包括で使用するこ
とができるかどうか、すなわち、チームマッ
プの完成度が地域包括で実際に使用できる
水準に到達しているかどうかを聞いた。その
結果、「ある程度改良すれば、使用すること
ができる」66.6％(２ヶ所)、「大幅に改善す
れば、使用することができる」33.3(１ヶ所)

であった。 
 チームマップは図示するために分かりや
すいという評価があった。しかし、多忙な現
場でチームマップを使用するためには、時間
と手間がかからないことが重要である。ケア
マネジメント支援での介護支援専門員との
面接は、どんなに長くても 1時間程度である
という。そのため、チームマップも１時間程
度の面接の中で話を聞き、かつ、記入できる
ものである必要がある。 
 チームマップは４つの様式から構成され
ているが、これら全てを 1時間程度の面接時
間中に記入するのは困難であると考えられ
る。そのため実践において使用するためには、
様式３を中心として簡略化していく必要が
あるだろう。 
 
(5)まとめ 
チームマップは、多職種チームのチームア

プローチ促進を目的として研究開発してき
た。今回の試行的チームトレーニング（講
義・演習）により、チームマップを用いるこ
との有用性が確認されたと考える。 
しかし、現状では研修に用いてチームアプ

ローチ促進のための要件を確認するために
用いることはできるが、地域包括支援センタ
ーで実践に使用するには課題があると考え
られる。今後、今回の研究結果を踏まえ、チ
ームマップの改良に取り組む必要がある。 
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